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　本研究の目的は，留学生に日本文化的スキルを身につけてもらう SSTプログラムを作成すること，
そして，プログラムの中国人留学生に対する即時的向上効果および持続効果を検証することである。
先行研究を参考に，文化共通のスキルと日本文化的スキルのそれぞれをトレーニングできるプログラ
ムを作成した。中国人留学生 22名を実験群とし，作成されたプログラムを実施した。また，別に収
集した中国人留学生 252名の社会的スキル尺度のデータを用いて，比較群とした。実験群内における
測定時期の比較，そして，実験群の各測定時期と比較群のそれとの比較という２種類の分析を行った
結果，中国文化的スキル尺度の得点に変化が見られず，文化共通のスキルと日本文化的スキル尺度の
一部に得点の向上がみられた。しかし，３ヵ月後の持続効果はごく一部の尺度に限定されていた。こ
れらの結果を踏まえ，本研究で作成したプログラムの有効性を確認できた。今後，中国人留学生への
普及が期待される。
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問題と目的
 日本政府が 2008年に打ち出した「留学生 30万人計
画」は，2019年度に１年前倒しで達成された（日本
学生支援機構，2020）。その後，2020年のコロナウィ
ルス感染症の世界的流行の影響により，留学生数が
全体的に減ったものの，2021年５月現在，日本国内
の外国人留学生は約 24万人にのぼる。留学生の絶対
数や日本が受け入れた留学生総数に対する割合は，
中国人留学生が常に最上位を占めている。2019年５
月，その人数は 12万４千人あまりで，留学生全体人

1　本研究は JSPS科研費（課題番号 21K02991，15K17260，
16K04276，21830061）の助成を受けた。
2　本研究の一部は日本社会心理学会第 52，53回大会にて
報告された。

数の 39.9％を占め，また，最新のデータである 2021
年５月時点では，その人数は 11万４千人あまりで，
留学生全体人数の 47.1％を占めている（日本学生支
援機構，2022）。つまり，コロナ禍の状況において，
中国人留学生の絶対数は若干減ったものの，留学生
総数に対する割合は逆に増えている。
日本と中国は，地理的近接性があるものの，日中
両国の対人関係のスタイルやコミュニケーションの
仕方の違いについては，これまでに多くの先行研究
（天児，2003; 毛・清水・木村，2021; 吉村，2012）によっ
て明らかにされている。多くの相違点のうち，特徴
的なものとしては，中国人の自己主張と日本人の間
接・婉曲表現であった。中国人の強い自己主張は日
本人を戸惑わせる一方で，日本人の間接的，婉曲的
な表現は中国人にとって「話の主旨がわかりにくい」
ものとなっている。日中間のこうした相違点の存在
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は，中国人留学生が日本文化に適応する際に大きな
障碍になりえる。また，毛（2010，2013）は中国人
留学生の日本文化適応上の課題について，自由記述
調査を実施した。その結果，中国人留学生は日本人
の対人関係におけるさまざまな固有のルールや規則
などをわかっておらず，自分自身がこれまでのやり
方で日本人とやりとりをすると，相手との思わぬ摩
擦が生じることがわかった。このような結果は田中
（2000）が指摘した「在日留学生における適応の最大
の課題は対人関係の形成」であるという知見と合致
している。田中（2000）はさらに，社会的スキル・
トレーニングのアプローチが対人関係に関する異文
化適応の促進に応用できると提唱している。このよ
うな議論は，社会的スキル・トレーニングによる留
学生の異文化適応促進に関する応用可能性を理論的
に示唆している。
社会的スキルは，対人関係を円滑に運ぶ技術（菊池，

1988）であり，対人場面において適切かつ効果的に
反応するために用いられる言語的，非言語的な対人
行動，そして，そのような対人行動の発見を可能に
する認知過程も含む（相川 , 1996）。さらに重要な点
として，社会的スキルは，「文化的特性」と「向上可
能性」という二つの特徴がある。文化的特性は，そ
の社会で必要とされるスキルの種類が文化によって
異なることを指している（大坊，2003）。一方，向上
可能性については，スキルは練習・トレーニングに
より向上可能なものであることを指している（Argyle, 
1967）。本研究では，社会的スキルのこの二つの特徴
を切り口として，日本人との円滑な対人関係の形成・
展開に必要な日本文化の社会的スキルを，トレーニ
ングを通して中国人留学生が身につける方法を検討
する。

文化と社会的スキル
文化による社会的スキルの種類の異同について説
明する場合，Etic-Emic（文化共通性－文化独自性）
というアプローチ（Berry, 1989）がしばしば用いら
れる。このアプローチによると，社会的スキルには，
どの文化にも必要とされる文化共通の要素（基礎ス
キル）と，ある特定文化にしか必要とされない文化
独自の要素（文化スキル）が含まれている。基礎ス
キルは，いわゆる記号化・解読や言語・非言語的
といったコミュニケーションの基本要素である。一
方，文化スキルは基礎スキルを組み合わせてその文
化で推奨される行動の応用である。２種類のスキル
の関係として，基礎スキルが文化スキルの土台であ
り，文化スキルが基礎スキルの活用形である（大坊，
2006）。
基礎スキルを捉える尺度として，「会話を始め
る」といった基本的なスキルを測定する KiSS-18
（Kikuchi’s Social Skills Scale; 菊 池，1988） や 非 言
語能力を測定する感情的コミュニケーション尺度

（Affective of Communication Test，以下 ACTとする， 
Friedman, Prince, Riggio & DiMatteo, 1980）などが存在
する。
一方，文化スキルとして，「個人主義－集団主義」
のアプローチ（Triandis, 1995）に基づけば，北米で
は自分の意見をはっきり相手に伝える「アサーショ
ン」が，東アジアでは相手と調和された対人関係を
追求する「和」が，それぞれ重要視されている。さ
らに，同じ東アジアに位置づけられる日本と中国は，
それぞれで重要視されている社会的スキルの種類が
異なる部分がある。Takai & Ota（1994）は言葉によ
らないコミュニケーションである「以心伝心」の特
徴に基づき，日本人の社会的スキルを日本的対人コ
ンピテンス尺度（Japanese Interpersonal Communication 
Competence,以下 JICSとする）として整理している。
この尺度では，日本文化において重要とされる間接
的メッセージを認知する「察知能力」，本当の感情を
隠し，自己主張を抑える「自己抑制」，目上の人との
適切な相互作用ならびに言語使用に関する「上下関
係の調整」，繊細なメッセージの扱いに関する「対人
感受性」，そして，曖昧な態度を必要とする相互作
用スキルに関する「曖昧さに対する耐性のなさ」と
いった５つのスキルが測定されている。これに対し
て，Hwang（1987）は儒教の「関係主義」に基づい
て相手のプライドを重要視する「面子」などの内容
を中心とした理論的モデルを構築している。Mao & 
Daibo（2006）はこのモデルに基づき，中国人大学生
社会的スキル尺度（Chinese University-students Social 
Skills Inventory，以下 ChUSSIとする）を作成し，中
国の若者の社会的スキルを整理した。具体的な内容
としては，相手の面子を重んじる「相手の面子」，他
者とすぐ仲良くなれる「社交性」，対人関係において
積極的に他者を助ける「友達への奉仕」，対人関係に
おいてできる限り自分のネットワークを拡張しよう
とする「功利主義」である。
本研究は，社会的スキルの文化共通性と文化独自
性という二つの側面に焦点を当て，既存の尺度を用
いて定量的に検討する。

社会的スキル・トレーニングのアプローチ
Argyle（1967）は，社会的スキルが運動スキルと同
じように，最初はできなくても，練習次第でできる
ようになり，さらに熟達していくものと考えている。
それゆえ，社会的スキルに対するトレーニング（Social 
Skills Training，以下 SSTとする）という発想が生ま
れる。

SSTのアプローチとしては，モデリングやリハー
サルを通して，新しい社会的スキルを身につけるも
の（相川，2009）が存在する一方で，Kolb（1984）
の体験学習モデルをベースとする「体験から人間関
係を学ぶ」ラボラトリー・メソッドによる体験学習
（Experiential Learning using the Laboratory Method，以
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下 ELLMとする）の実習を用いた方法もある（後
藤・大坊，2005，2009; 津村，2002）。ELLMの方法
は，参加者があらかじめ設定された構造的なプログ
ラムを体験した後，プロセスを振り返り，体験から
学ぶアプローチとなっている。構造的なプログラム
を実行する流れとして，①プログラムのねらいと流
れを提示する，②グループで課題に取り組む，③課
題に取り組んだプロセスをふりかえり用紙に記入す
る，④記入内容をグループでわかちあう，⑤体験や
気づきを全体でわかちあう，⑥必要に応じて小講義
を実施する，という６つのステップが設定されてい
る（中村，2013）。また，Benne, Bradford & Lippitt（1964）
や Kolb（1984）や津村・星野（1996）は，トレーニ
ングを通して，参加者が「学び方を学ぶ」ことがで
きるため，自身の行動に対する自主的な修正が可能
となり，トレーニングの場を離れても学んだことを
活かし，トレーニングの効果が持続できると主張し
ている。日本では，ELLMの実習を用いながら，他
のコミュニケーションの要素を加えて使用する SST
実践（後藤・大坊，2005，2009; 大坊・栗林・中野，
2000; 津村，2002）が多く，大学生や社会人の社会的
スキルの向上効果および持続効果が確認されている。

文化的社会的スキルのトレーニング
ELLMによる SSTプログラムの有用性を踏まえつ
つ，毛・大坊（2012，2016）はそれまでに行われた
上記の研究において，「文化共通的要素」しか扱われ
ていないことを指摘した上で，中国文化特有の社会
的スキルに注目し，トレーニングの内容に「中国文
化的要素」を導入し，中国人大学生を対象に中国文
化的 SSTを実施した。このうち，毛・大坊（2012）
は，SSTを文化共通編，文化特有編など，あわせて
12の体験学習のプログラムで構成した。それぞれの
セッションは ELLMの流れに対応しており，決めら
れた課題に取り組んでもらい，体験について参加者
での話し合いをしてもらった。その上で，体験内容
と関連のある講義を受けさせ，自らの体験と講義内
容を融合し，体験内容の日常生活における応用に関
する記述をしてもらうものであった。12回のプログ
ラムを３週間にわたって実施した。このうち，文化
共通編では，大坊他（2000）にならい，参加者が人
とのコミュニケーションをとるために必要な言語的
／非言語的スキル（視線 ･表情），集団の中で人と関
わるスキル（主張 ･同調），そして自他共存のための
考え方（価値観の共存）や行動（アサーション）など，
社会生活における文化共通の社会的スキルをトレー
ニングの内容として設定した。一方，文化特有編で
は，中国文化特有の社会的スキルの「相手の面子」，
「友達への奉仕」，「功利主義」因子（Mao & Daibo，
2006）をトレーニングの内容として取り入れた。中
国人大学生を対象に，このプログラムを実施した結
果，いかなるトレーニングのプログラムも経験しな

い統制群では有意な得点の変化がみられなかったの
に対して，プログラムを経験した実験群では多くの
文化共通のスキルと中国文化的スキルの向上が確認
できている。また，その効果は３ヵ月後の追跡調査
においても持続された。ELLMによる SSTが文化的
社会的スキルに対しても効果があることを踏まえて，
中国人留学生の日本文化的社会的スキルの促進に，
このようなアプローチの活用が期待できる。

中国人留学生を対象とする日本文化的SST
先述した日本人と中国人のコミュニケーションの
仕方の違いや中国人留学生の日本文化への適応上の
課題点を考慮した場合，中国人留学生にとって，間
接的，婉曲的な表現を含む日本人の対人関係にある
さまざまな固有のルールや規則に対する認識・理解
スキルや対人的な摩擦の解決スキルといったものが
必要であろう。異文化環境という文脈において新し
い社会的スキルを習得する SSTを考えるに際して，
異文化での体験学習モデルに基づくプログラムが役
に立つとされている（吉田，2009）。そのプログラム
では，「新しいルールを理解する」スキルや「文化的
摩擦を理解する」スキル，さらに「新たなソーシャ
ルサポートを獲得する，リラックスする」スキルの
向上を目指している。中国人留学生が置かれた文脈
を考えた場合，彼らにとって日本文化的スキルは重
要なものとなる。そこで，本研究では，この吉田（2009）
のプログラムを援用し，Takai & Ota（1994）の整理
した「察知能力」や「自己抑制」をはじめとする日
本人の社会的スキルを中国人留学生に「新しいルー
ル」として身につけてもらうことを目指す。

本研究の目的
以上のことを踏まえて，本研究では，まず Etic-

Emicアプローチをベースに，社会的スキルの内容を
「文化共通」と「文化独自」に区別する。その上で，
毛・大坊（2012，2016）の中国人大学生を対象とし
た SSTプログラムを基として，文化共通の部分はそ
のまま用い，中国文化的スキルの部分を日本文化的
スキルのプログラムに差し替えて，中国人留学生の
文化共通のスキルと日本文化的スキルを向上させる
SSTプログラムを作成する。さらに，作成されたプ
ログラムを中国人留学生に実践し，その即時的向上
効果および持続効果を検討する。本研究の仮説は以
下の通りである。
仮説１　本研究の SSTプログラムは，その内容に
よって，中国人留学生の文化共通および日本文化的
スキルの向上効果をもつが，他方で，彼らの出自文
化である中国文化に関係する社会的スキルの向上に
は効果をもたらさないであろう。
仮説２　体験学習は，参加者が「学び方を学ぶ」
ことを促進し，「参加者が自身の行動に対する自主的
な修正」を行うことを可能にするという特質を有す
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るため，プログラムは中国人留学生の社会的スキル
を即時的に向上させるだけではなく，SST終了後に
おいても持続効果を持つであろう。

方　法
方法の概要
本研究では，中国人留学生に日本文化の社会的ス
キルを身につけさせるために，日本文化的スキルを
反映した SSTを実施した。それに先立ち，先行研究
を踏まえて，SSTプログラムを作成した。また，SST
プログラムが参加者（以下，「実験群」とする）にも
たらす即時的向上効果および持続効果を調べるため
に，SSTの前後，および SST終了後３ヵ月の時点に
おいて，自己報告の文化的社会的スキル尺度を用い
て，参加者の社会的スキルのレベルを測定した。そ
して，実験群の実施と同じ時期に収集した実験群と
は別の中国人留学生の社会的スキル尺度のデータを
「比較群」とみなし分析を行った。

実験群に用いる文化共通のスキルを高めるプログラム
実施の効率性を考慮し，本研究では，中国人留学
生を対象とした「文化共通のスキル」をトレーニン
グするプログラムに，毛・大坊（2016）のプログラ
ムを採用した（Table 1の第１～３セッションの「文
化共通編」）。なお，このプログラムは毛・大坊（2012）
にある８セッションのものの短縮版である。
短縮版では，参加者の「自己表現と他者理解のた
めのスキル（e.g. 自分の情報を開示する・他者の情
報を読み取る）」，「人とのコミュニケーションをとる
ための言語的 /非言語的なスキル（e.g. 言語・視線・
表情などのコミュニケーションチャネルの使い方）」，
「集団の中で人と関わるスキル（e.g. 問題解決の仕
方）」など，どの社会においても基本的な社会的スキ
ルをトレーニングのターゲットとしている（プログ
ラムの詳細は毛・大坊（2016）を参照）。

日本文化的スキルをトレーニングするプログラム
本研究では，異文化環境下において新しい社会的
スキルの習得に役に立つ吉田（2009）の SSTプロ
グラムを採用した。中国人留学生に日本文化的ス
キルを身につけさせる目的に照らし合わせて，吉田
（2009）のプログラムの内容をより日中間の違いと
いう文脈を意識して具体化させた。プログラムは，
「日本文化と中国文化の間のコミュニケーションス
タイルの違いを捉えるスキル（e.g. 日本のルールを
発見する力，対処の仕方）」，「中国人留学生と日本
人の間に発生する誤解・摩擦の原因を分析するスキ
ル（e.g.日本人の行動の裏にある考え方を理解する
D.I.E.法（Description=事実描写，Interpretation=解釈，
Evaluation=評価）の習得）」，「ソーシャルサポートの
獲得やストレスの解消に関するスキル（e.g.中国を離

れて日本人・日本社会からサポートを得る方法，リ
ラクセーションの方法）」を鍛える３つのセッション
によって構成されている（Table1の第４～６セッショ
ンの「日本文化編」）。
第４セッションは，「国際会議のコーヒータイム」
と題する異文化環境下のルールを考えるモジュール
によって構成されている。ここでは，日本人のコミュ
ニケーションスタイルの特徴の発見，日本文化にま
つわるルールの発見，これまでの自分のコミュニケー
ションの仕方と日本的コミュニケーションスタイル
との折り合いの付け方について理解させることが目
的であった。具体的には，事前に参加者全員に互い
に異なる会話ルールを伝えて（但し，本人たちは互
いの会話ルールが異なることは知らされていない），
二人ペアを次から次へと組んでもらい，会話を展開
させた。宿題として，参加者に「コミュニケーショ
ンと異文化コミュニケーション」という資料を読ん
でもらい，中国文化と日本文化の違いと日本文化環
境下にある新しいコミュニケーションスタイルに気
づいてもらい，そして調整する能力の必要性を理解
してもらった。また，日本文化への適応に関わるコ
ミュニケーションスタイル変換に関する理解もして
もらった。
第５セッションは，「D.I.E.法」と題する異文化摩
擦の解決法を身につけるモジュールによって構成さ
れている。ここでは，中国文化と日本文化の対人特
徴の違い，同じ行動が日中文化間で異なる解釈にな
る可能性を提示し，日本人との誤解を減らすことが
目的であった。具体的には，D.I.E.法に基づく異文
化環境下での摩擦の分析例に習い，ある中国人留学
生と日本学生との摩擦事案を分析させた。その延長
として，普段各自が感じている日本人の対人関係に
対する違和感を参加者間で共有させた。宿題として，
参加者に「文化と文化間摩擦」という資料を読んで
もらい，文化現象を絶対視する視点から脱却し，多
角度から日本人の行動を解読するスキルを身につけ
てもらった。文化普遍主義，文化相対主義，文化間
における誤解発生のメカニズムに関する理論を理解
してもらった。
最後の第６セッションは，２つのモジュールによっ
て構成されている。一つは「代替選択」，もう一つは「リ
ラクセーションリスト」であった。「代替選択」では，
新しいソーシャルサポートの獲得に向けて，参加者
に，日本社会におけるソーシャルサポートヘの理解
とサポート資源の獲得方法について話し合わせた。
このモジュールでは，参加者は，来日に伴い，失っ
た自分をサポートするリソースをリストアップし，
それに代替するリソースについて思考・記述した上
で，参加者間で共有してもらった。二つ目のモジュー
ルの「リラクセーションリスト」では，ストレス緩
和に向けて，参加者は自分自身に合う方法を考えた。
参加者は，大学や住まいの周辺にあるリラクセーショ
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ン施設や自分自身が使ったリラックス法をリスト
アップし，参加者間で共有してもらった。宿題とし
て，参加者に「異文化への適応」という資料を読ん
でもらった。資料に以下の２つの内容が盛り込まれ
た。一つ目は，文化適応のプロセスに少しずつスト
レスが溜まっていき，心理的に混乱状態に陥るカル
チャーショック（Oberg, 1960）に関する理論であった。
もう一つは，異文化への適応過程を，滞在期間の推
移に伴って，①「ハネムーン期」，②「憂鬱期」，③「回
復期」，④「適応期」，という４つの段階によって構
成されている U字カーブ理論（Lysgaard, 1955）であっ
た。この２つの理論の勉強を通して，異文化環境下
で発生しうるストレスの仕組みへの理解力を身につ
けてもらって，そして，ストレスを乗り越えられる
見通しが立つことに対して理解してもらった。なお，
このセッションは社会的スキルをトレーニングする
わけではなく，社会的スキルをうまく実行できるメ
ンタル面に対するサポートとなっている。
本研究では，ELLMの構造的なプログラムにおけ
る流れのうち，「課題への取り組み」，「ふりかえり
用紙への記入」，そして，体験や気づきの「グループ
内でのわかちあい」，さらに，「全体でのわかちあい」
については，各セッションの時間内にて実施した。
時間の配分としては，「課題への取り組み」は全体時
間の 3分の 1を，「ふりかえり用紙への記入」と「グルー
プ内および全体でのわかちあい」は 3分の 2を占め
ている。ただし，参加者の時間拘束の負担を考慮し，
「小講義」の部分を講読資料として，当該のセッショ
ンの目的に合わせた内容がまとめられたプリントを
参加者に配付し，持ち帰って精読してもらった。

実験群を対象としたSSTの実施
参加者 3　関西のある国立大学の大学院および大学
に在籍している中国人留学生 22名（男性８名，女性
14名；平均年齢 26.37± 2.58；日本滞在期間は 1.30
± 0.83年）が SSTに参加した。
実施　セッションが開始するまでに，すべての参
加者に，後述の社会的スキル尺度を用いて，社会的
スキルのレベルを測定（以下，「PRE」とする）し
た。その後，前項で述べた SSTプログラムの６つの
セッションを一週間間隔で合計６週間にわたり，大
学の午後の授業終了後に実施した（１セッションあ
たり約１時間）。参加者のスケジュールに合わせて，

3　実験群の参加者を募集した際に，自由参加であることを
十分説明した。そして，実験開始までに，実験者と参加者
の双方が以下の内容が記載された承諾書にサインし，参加
者の利益を保証した。具体的な内容として，①実験者は参
加者の回答内容を学術目的以外に使用しないこと，②氏名
などの個人情報は実験で得られた複数データの照合にしか
使わないこと，③参加者には実験への参加・脱退の自由が
保証されること，であった。

22名の参加者を２つの班に分けて，別々に実施し
た。トレーニングの実施は社会心理学を専攻し，多
くの SSTのファシリテーターを経験した中国人男性
が中国語で行った。文化共通の社会的スキルをトレー
ニングするセッションは，毛・大坊（2012，2016）
の実施マニュアルに従った。一方，日本文化的スキ
ルのトレーニングは，ELLMの流れに照らし，吉田
（2009）の提示した内容をベースに日本文化の特徴が
反映されるようにアレンジして実施した。なお，参
加者はすべてのセッションに参加し，一律の謝礼が
支払われた。

SST実施後および SST終了後３ヵ月の時点におい
て，PRE測定に使用した尺度と同じ尺度で参加者
の社会的スキルのレベルを測定（以下，それぞれを
「POST」と「FOLLOW UP」とする）した。
社会的スキルの測度　本研究では，中国文化

（ChUSSI①），文化共通（KiSS-18②と ACT③），そ
して，日本文化（JICS④）の３種類の社会的スキル
尺度を用いた。4

①中国人大学生社会的スキル尺度（ChUSSI; Mao 
& Daibo, 2006）　この尺度は，中国人の行動様式を
理論的根拠として開発されたものである。「相手
の面子（Partner’s Mianzi, 以下 PMとする）」，「社交
性（Sociability, 以下 SAとする）」，「友達への奉仕
（Altruistic Behavior, 以下 ABとする）」，「功利主義
（Connection Orientation, 以下 COとする）」の４つの
因子が含まれ，すべての項目に，「１：全く当てはま
らない」から「９：非常によく当てはまる」まで，
９件法で回答を求めた。
② KiSS-18（菊池，1988）　この尺度は，社会生活
で一般に必要と考えられるスキルを測定する尺度で
ある。すべての項目に，「１：できない」から「５：
よくできている」まで，５件法で回答を求めた。毛・
大坊（2007）の中国人大学生を対象とする因子分析
の結果にならい，本研究では，この尺度を１因子構
造として用いた。
③感情的コミュニケーション尺度（ACT; Friedman 

et al., 1980）　この尺度は，非言語的な感情の表出性
を測定するものである。すべての項目に，「１：全く
当てはまらない」から「９：非常によく当てはまる」
まで，９件法で回答を求めた。なお，ACTは上記の
KiSS-18とともに，毛・大坊（2007）の中国人大学
生を対象とする研究では，文化共通のスキルとして
の適用可能性が確認された。
④日本的対人コンピテンス尺度（JICS; Takai & Ota, 

4　社会的スキル尺度以外に，中国人学生の認識した日本人
の人間関係尺度（Mao, 2011），滞在国の対人スキル獲得尺度
（植松，2004），異文化適応感尺度（植松，2004），在日中国
系留学生用ソーシャル・サポート尺度（周，1993）に関す
るデータも収集した。ただし，これらの尺度内容は本研究
の報告の主旨に合致しないため，本研究で触れなかった。
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1994）　この尺度は，日本人論の中で描かれた日本人
の行動様式に基づいて開発され，日本文化的な対人
関係の特徴を反映している。「察し能力（Perceptive 
Ability, 以下 PAとする）」，「自己抑制（Self-Restraint, 
以下 SRとする）」，「上下関係の調整（Hierarchical 
Relationship Management, 以下 HRMとする）」，「対人
感受性（Interpersonal Sensitivity, 以下 ISとする）」，「曖
昧さに対する耐性のなさ（Tolerance for Ambiguity, 以
下 TAとする）」という５つの因子によって構成され，
すべての項目に，「１：当てはまらない」から「５：
よくあてはまる」まで，５件法で回答を求めた。

比較群のデータ収集
参加者 5　本研究では，２つのグループの在日中国
人留学生を対象とした。いずれも関西の大学，専門
学校および日本語学校に在籍している中国人留学生
であった。グループ１の留学生は 153名（男性 84名，
女性69名；平均年齢23.52±3.31；日本滞在期間は 2.13
±1.73年）で，グループ２の留学生は 99名（男性57名，
女性 42名；平均年齢 23.18± 2.59；日本滞在期間は
1.92± 0.22年）であった。グループ１とグループ２
の留学生の平均年齢と日本滞在期間のそれぞれにつ
いて対応のない t検定を行った結果，いずれも有意
差がみられなかった（順に，t (250) = 0.87, n.s., d = 0.11;  
t (250) = 1.14, n.s., d = 0.15）。両グループのサンプル
の性質は同等と考えられる。
比較群のデータ　比較群のデータは実験群のデー
タと同じ時期に収集したものを使用した。このうち，
グループ１のデータについては毛（2010）で，グルー
プ２のデータについてはMao（2011）で取り上げた
ものである。いずれも一時点のみのデータであった。
社会的スキルの測度　グループ１に実施した調査
では，実験群の測定に用いた４つの尺度のうち，①
ChUSSIと④ JICSを測定した。グループ２に実施し
た調査では，② KiSS-18と④ JICSを測定した。なお，
③ACTはいずれのグループにおいても測定しなかった。

結　果
本研究の分析方法

SSTプログラムが社会的スキルにもたらす影響を
明らかにするために，本研究では，まず，Blake & 
Heslin（1983）が言及した「１群事前事後テストデザ
イン」を用いて，実験群のみを対象に測定時期によ 
る社会的スキル得点の変化を検討した。それととも
に，実験群の測定時期ごとに得られた得点を用いて，
比較群の値（一時点のみ）と比較し，Blake & Heslin

5　比較群の参加者に対して，質問紙のフェイス・シートに
て，得られた回答は学術目的以外に使用しないこと，個人
を特定しないこと，回答を自らの意思で自由にやめられる
ことを伝えた。

（1983）が言及した「コントロール群事前事後テスト
デザイン」に近い形で実験群の得点の変化を検討し
た。

実験群の測定時期による社会的スキルの変化
SST参加者のそれぞれの尺度における PREと

POSTの得点変化および FOLLOW UPの持続効果を
検討するために，測定時期を独立変数に，各尺度の
得点を従属変数とした 1要因３水準の参加者内の分
散分析を行った。
その結果，中国文化のスキル尺度 ChUSSIの４因子
のうち，SAの測定時期の効果が有意傾向（F (2, 36) 
= 2.91, p < .10）であったものの，多重比較で有意な
いし有意傾向の結果が得られなかった。ChUSSIの他
の因子においては，有意な測定時期の効果がみられ
なかった。
文化共通のスキルを測定する尺度のうち，ACTに
おいては，測定時期の効果がみられた（F (2, 36) = 5.59, 
p < .01）ため，多重比較を行ったところ，PREの得
点より，POSTおよび FOLLOW UPの得点が有意に
高かった。しかし，KiSS-18においては，測定時期
の効果がみられなかった。
さらに，日本文化的スキル尺度 JICSの５因子のう
ち，測定時期の効果について，HRM，TAの２つの
因子は有意ではなかったのに対して，PA，SRと IS
の３つの因子において有意ないし有意傾向（順に，
F (2, 32) = 4.64; F (2, 36) = 3.06; F (2, 34) = 6.78, ps < 
.10~.01）であった。この３つの因子にそれぞれ多重
比較を行ったところ，PA因子では，PREの得点よ
り FOLLOW UPの得点が有意に高かった。SR因子で
は，PREの得点より POSTの得点が有意に高かった。
IS因子では，PREの得点より POSTおよび FOLLOW 
UPの得点が有意に高かった（Table 2）。

実験群と比較群との比較
実験群と比較群との比較に先立ち，両群の留学生
の等質性をチェックするために，平均年齢と日本滞
在期間のそれぞれについて対応のない t検定を行っ
た。その結果，年齢においては，実験群（26.37± 2.58
歳）は比較群（23.39± 3.05歳）より有意（t (272) = 
4.44, p < .001, d = 0.98）に高かった。一方，日本滞在
期間においては，実験群（1.30±0.83年）は比較群（2.05
± 1.36年）より有意（t (272) = 2.55, p < .05, d = 0.57）
に短かった。この結果から，本研究では比較群より
実験群の年齢が高く，日本での滞在期間が短いと言
える。そのため，両群の比較に，この二つの変数を
統制する必要があると考えられる。
変数を統制した分析には，長谷川（2018）になら
い，実験群と比較群を独立変数に，平均年齢と日本
滞在期間を共変量に，各尺度の得点を従属変数とし
た共分散分析を行った。従属変数に，実験群の測定
時期ごとに得られた値と比較群の値（一時点のみの
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値）を用いた。
まず，実験群の PREと比較群を独立変数とした
結果は以下の通りである。中国文化のスキル尺度
ChUSSIの４因子のうち，PM，SA，COの因子のい
ずれにおいても群の主効果が有意（順に，F (1, 162) 
= 7.41; F (1, 164) = 6.78; F (1, 170) = 5.67, ps < .01~.05）
であり，比較群より実験群の得点が高かった。ABで
は，群の主効果が有意ではなかった（F (1, 167) = 0.51, 
n.s.）。また，KiSS-18も，群の主効果が有意ではな
かった（F (1, 117) = 1.01, n.s.）。さらに，JICSの５因
子のうち，HRMにおいては，群の主効果が有意傾向
（F (1, 267) = 2.89, p < .10）であり，比較群より実験
群の得点が高かった一方で，PA，SR，IS，TAでは，
群の主効果が有意ではなかった（順に，F (1, 268) =  
0.21; F (1, 266) = 0.47; F (1, 268) = 0.09; F (1, 268) = 0.86, 
n.s.）。
実験群の PREの得点を用いて比較群と比較した際，
両群の平均年齢と日本滞在期間を統制してなお有意
差ないし有意傾向があった場合は，実験群のトレー
ニングの前において，当該の尺度に実験群と比較群
との間に「等質性」が確認できないことを意味する。
そのため，これらの尺度は POSTおよび FOLLOW 
UPでの比較に妥当ではないと考えられ，後続の分析
に用いないこととした。

PREにおいて等質性が確認された尺度を中心に，
実験群の POSTと比較群を独立変数とした結果は以
下の通りである。ChUSSIの ABにおいては，群の主
効果がみられなかった（F (1, 167) = 2.34, n.s.）。また，
KiSS-18においては，比較群より実験群の得点が有意
傾向的に高かった（F (1, 117) = 2.92, p < .10）。そして，
JICSの PAと TAにおいては，群の主効果がみられな
かった（順に，F (1, 268) = 1.32; F (1, 268) = 0.71, n.s.）
が，SR，IS因子においては，比較群より実験群の得
点が有意ないし有意傾向的に高かった（順に，F (1, 
266) = 8.17; F (1, 268) = 3.43, ps < .01~.10）。
さらに，実験群の FOLLOW UPと比較群を独立変
数とした結果は以下の通りである。ChUSSIの AB，

そして KiSS-18は，群の主効果がみられなかった（順
に，F (1, 165) = 0.73; F (1, 114) = 0.84, n.s.）。そして，
JICSの PA，SR，ISのいずれにおいても，比較群よ
り実験群の得点が有意ないし有意傾向的に高かった
（順に，F (1, 264) = 4.15; F (1, 263) = 4.69; F (1, 264) =  
3.02, ps < .05~.10）。TA因子では，比較群より実験群
の得点が有意に低かった（F (1, 265) = 6.66, p < .05）。

考　察
本研究の目的は，ELLMの方法に基づいて，日本
文化的スキルを身につけさせる SSTプログラムを作
成すること，そして，そのプログラムを中国人留学
生に実施し，即時的向上効果およびその持続効果を
検証することであった。先行研究を参考に，文化共
通のスキルと日本文化的スキルのそれぞれをトレー
ニングするプログラムを作成した。また，SSTプロ
グラムの効果を検証するために，本研究では，「実験
群内における測定時期の比較（以下，「実験群内比較」
とする）」と「実験群の各測定時期と比較群との比較
（以下，「比較群との比較」とする）」という２種類の
分析を行った。

実験群内比較から得られた主な結果
「実験群内比較」では，中国文化の社会的スキル尺
度 ChUSSIの４因子，文化共通のスキルを測定する
KiSS-18について，測定時期による得点の有意な変化
がなかった。これに対して，文化共通のスキル尺度
である非言語的スキルを測定する ACT，そして，日
本文化に関係するスキル尺度 JICSの SRと ISにおい
ては，PREの得点よりも，POSTの得点が有意に向
上したが，JICSのPA，HRM，TAに得点の変化はなかっ
た。また，ACTと ISにおいては，POSTの得点の向
上だけではなく，FOLLOW UPの得点が PREより高
かった。加えて，PAにおいては，PREと POSTの間
に有意差がなかったものの，FOLLOW UPの得点が
PREの得点より有意に向上した。

Table 2　社会的スキル尺度の分散分析および多重比較の結果
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比較群との比較から得られた主な結果
参加者の平均年齢と日本滞在期間を統制した上で，

「比較群との比較」を行った。その結果，中国文化の
スキル尺度 ChUSSIの４因子のうち，比較に適して
いる ABにおいて，POSTの得点は比較群との間に有
意差がなかった。一方，文化共通のスキル尺度 KiSS-
18，そして，日本文化に関係するスキル尺度 JICSの
SRと ISにおいては POSTの得点が比較群より有意
に高かった。また，SRと ISにおいて，FOLLOW UP
の得点も比較群より有意に高かった。加えて，PAと
TAは，POSTの得点が比較群との間に有意差がなかっ
たが，FOLLOW UPの得点は比較群より有意に高かっ
た（PA）ないし低かった（TA，得点が低いと曖昧性
に耐えられることを意味する）。

本研究のSSTプログラムのトレーニング効果につ
いて
上記の２種類の分析結果をまとめる。中国文化の
スキル尺度 ChUSSIの４因子はどちらの結果からも
スキルの得点に変化が見られなかった。文化共通の
スキルについては，「実験群内比較」には ACTで，「比
較群との比較」には KiSS-18で，得点の向上が見ら
れた。また，日本文化に関係するスキル尺度 JICSは

どちらの分析の結果からも SRと ISに得点の向上が
見られた。これらの結果から，本研究の仮説１はお
おむね支持された。
本研究では，毛・大坊（2012，2016）の文化共通
のスキルに対して即時的向上効果および持続効果の
あるプログラムを採用した。そのプログラムは自己
表現や他者とコミュニケーションを取るためのスキ
ルをトレーニングしているため，本研究においても
文化共通のスキル（ACTと KiSS-18）に対する効果
が再現されたと考えられる。また，本研究の日本文
化的スキルのトレーニングプログラムで，中国人留
学生に日本的な対人スキルの特徴（言葉によらない
コミュニケーションなど）が中国文化的スキルと異
なることを強く意識させたり，日本人との対人関係
にトラブルが発生した時に客観的に分析できる方法
（D.I.E.法）を教えたりした。これらの内容により，
SSTの参加者は日本文化の特徴である個人の主張を
抑えること，および間接的・婉曲的なメッセージの
やりとりを意識するようになり，SRと ISのような
日本文化的スキルが向上したと考えられる。
一方，日本文化的スキルの PAと TAには，ト
レーニング直後の POST得点に即時的向上は見ら
れなかった。しかし，「実験群内比較」では，PAの

Table3　比較群と実験群の各測定時期の調整平均値と標準誤差
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FOLLOW UPの得点が PREの得点より有意に向上
したほか，「比較群との比較」では，PAと TAはと
もに FOLLOW UPの得点が比較群より有意に変化し
た。すなわち，この二つのスキルは，SSTの直後で
はなく，時間の経過とともに，効果が現れると言え
る。このような結果になった理由としては，二つの
可能性が考えられる。一つ目は，この二つの因子の
内容の難易度である。２因子はそれぞれ「間接的メッ
セージを認知するスキル」と「曖昧な態度を必要と
する相互作用のスキル」であった。「間接的」，「曖昧」
といったコミュニケーションの仕方はやや高度なも
のであるため，留学生にとって，習得するまでに時
間がかかった可能性があると推測される。二つ目は，
中国人留学生が「日本にいる」という状況に置かれ
ていることである。今回の参加者は，プログラムの
中で習ったことをその後の日本人との関わりのなか
で，その都度思い返し，徐々に必要性に気づき，実
践したと推測される。なお，JICSのHRMについては，
実験群の PREでの得点は５点満点中，3.82という高
い値となり，トレーニング前に得点の天井効果が発
生していた可能性がある。このため，トレーニング
の効果がみられなかったと考えられる。
毛・大坊（2012，2016）では，社会的スキルの文
化共通の要素と中国文化の要素の両方をプログラム
に取り入れて SSTを行った。その結果，中国人大学
生の文化共通のスキルと中国文化的スキルのレベル
は向上したが，日本文化のスキルの向上はなかった。
本研究のプログラムでは，毛・大坊（2012，2016）
の文化共通の要素を引き継いだ上で，そのプログラ
ムにある中国文化の要素を，日本文化の要素に置き
換えて，中国人留学生に実施した。その結果，中国
文化的スキルに変化がなく，文化共通のスキルと日
本文化のスキルのレベルが向上した。プログラムの
文化的要素の入れ替えにより，対象者が同じ中国人
であっても，向上した文化的スキルが異なっている。
この一連の結果を考えると，文化的スキルの向上効
果は文化的スキルトレーニングプログラムに由来す
ると推察される。合わせて，「文化共通」と「文化独
自」という社会的スキルの分け方の妥当性を裏付け
ているといえよう。

本研究のプログラムの持続効果について
「実験群内比較」において，ACT，SRおよび ISは

PREより POSTの得点が向上した。このうち，ACT
と ISでは，FOLLOW UPの得点が PREより高く，ト
レーニングの持続効果が見られた。また，「比較群と
の比較」において，KiSS-18，SRおよび ISは，POST
の得点が比較群より有意に高かった。このうち，SR
と ISのFOLLOW UPの得点は比較群より有意に高く，
持続効果が見られた。「実験群内比較」の SRと，「比
較群との比較」の KiSS-18は，持続効果が見られな
かった。SRについては，実験群の中において持続効

果が確認できなかった一方で，比較群との比較では，
持続効果が確認できた。このことから，SRは実験群
内で３ヵ月後の得点が下がったものの，比較群と比
べて依然として高い水準にあると推測される。すな
わち，SRには持続効果がある可能性も考えられる。
一方，文化共通のスキルとしての KiSS-18の得点が
持続効果を持たない理由については，今後の検討課
題とする。
このように，分析の種類によって，IS以外に，尺
度によって持続効果にバラツキがあった。この結果
を踏まえて，本研究の SSTプログラムは，参加者の
文化共通および日本文化的スキルに対して，SST直
後に即時的向上効果をもたらすが，SST終了後３ヵ
月後において，持続効果は一部の尺度にとどまって
いると言わざるを得ず，仮説２は一部のみ支持され
た。

ELLMの持続効果について，津村・星野（1996）
による理論上の議論に続き，毛・大坊（2012）では，
中国人大学生を対象にした中国文化を考慮した社会
的スキルトレーニングプログラムの効果検証におい
てこれを確認した。本研究では，中国人留学生の日
本文化的スキルを習得する文脈において，この効果
を部分的に検証することができた。Blake & Heslin
（1983）は，持続性をもたらすプログラムが参加者の
異文化の社会での活動をより有益なものにすると強
調している。本研究のこの文脈における検討は，意
義があると考えられる。ただし，部分的にしか検証
できなかった理由については，SSTの時間にあると
考えられる。毛・大坊（2012）では，１セッション
２時間をかけて行って，その中では，「ふりかえり」
や「わかちあい」に十分な時間を確保しただけでは
なく，理論に対する理解を深めることに役に立つ小
講義もセッション内で実行された。このような手続
きによって，毛・大坊（2012）では，トレーニング
即時的向上効果および持続効果が十分に確認できた。
しかし，本研究では，参加者の負担を軽減するために，
１セッション１時間で，小講義は資料配付と各自精
読という形となった。このような影響により，本研
究のトレーニング効果が不十分になった可能性が推測
される。

本研究のサンプルの特徴および初期値の比較
本研究の実験群と比較群の基本属性を分析した結
果，実験群は比較群より平均年齢が高い一方，日本
滞在期間が短かった。すなわち，比較群より実験群
は年上で，学歴が高く，中国での生活時間がより長く，
中国人との対人的経験がより豊富であると推測でき
る。このように考えると，平均年齢と日本滞在期間
の両変数を統制しても，実験群の PREと比較群の得
点の比較において，ABを除き，中国文化のスキル尺
度 ChUSSIの３因子で，実験群の得点が高かったこ
とは妥当な結果と言える。
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その一方で，本研究の実験群と比較群の間には，
日本滞在期間に違いがあるものの，相対的に長い方
の比較群でも，その平均期間は 2.05年であった。日
本での経験年数は長いとは言えず，そのため，日本
文化の社会的スキルがあまり身についていない状態
であると推測される。このように考えると，JICSの
５つの因子のうち，４つにおいて実験群の PRE得点
と比較群との間に有意な得点差がないことは妥当な
結果と言える。なお，唯一両群の間に有意差のある
HRM因子については，毛・大坊（2012）では，こ
の因子の内容は ChUSSIの PM因子とよく似ていて，
高い正の相関関係があると指摘している。両群の比
較で，実験群の PREの方が比較群に比べて PM因子
の得点が有意に高ければ，HRM因子にも同様の有意
差があることは当然の結果だと考えられる。このこ
とは，前節で述べた実験群の HRM得点に天井効果
が生じた理由の一つであると推測される。

本研究の意義
社会のグローバル化が進み，日本社会はより多く
の異文化出身者を受け入れなければならない時代に
突入している。いかに異文化出身者をうまく日本社
会に適応させるかが喫緊の課題といっても過言では
ない。そのような中，本研究では，切迫した，具体
的かつ現実的な適応の問題を抱えている中国人留学
生を取り上げて，日本文化的スキルを向上させるプ
ログラムを作成し，トレーニングの実践を行い，効
果を確かめた。このような実践を，留学生の人数規
模において最も大きい中国人留学生というグループ
に普及させれば，彼らの日本人とのコミュニケーショ
ンがもっと円滑になり，勉学という留学の本来の目
的に集中しやすくなるだろう。

本研究の限界と展望
最後に，本研究の限界と展望を挙げておく。まず，
本研究は，完全な実験計画法に則った実験デザイン
に改善する必要があろう。本研究の分析に，「１群
事前事後テストデザイン」を用いて「実験群内比較」
とともに，「コントロール群事前事後テストデザイン」
を目指して，一時点のみのデータを「比較群」と見
なして，実験群の各測定時期の値と比較した。しかし，
実験計画法の観点から見た場合，本研究の比較群の
設定は脆弱だと言わざるを得ない。そのため，実験
群の効果はプログラムによるものなのか，それとも
参加者の自然成長なのかについて，断定的に結論づ
けることができなかった。今後，完全な比較群，つ
まり，実験計画法に則って，実験群の測定方法と揃
えた「統制群」の測定値を収集した上でプログラム
を検証する必要がある。
また，本研究では，日本文化に特化している SST
プログラムを中国人留学生に実行し，その効果を検
証した。得られた効果をもとに，日本にいる他の文

化出身者に適用する可能性も考えられる。しかし，
日中間では，コミュニケーションスタイルに違いが
あるものの，両国は文化的な共通性を多く有してい
る。そのため，今回のプログラムを中国以外の出身
者に適用した場合，本研究と同じ効果を持つとは限
らない。今後，本研究で考案したプログラムの他文
化出身者への適用には，それぞれの国に応じた特有
の社会的スキルを反映・調整させる必要があると考
えられる。
最後に，本研究で用いた測定方法について，検
討する余地がある。本研究では，実験群の PRE，
POST，FOLLOW UPの３つの値も，比較群の値も，
参加者から社会的スキルの自己報告尺度の得点を基
準に SSTの効果を検討した。しかし，異文化適応の
SSTの最も重要な目的は参加者の行動に変化をもた
らすことである。本研究の方法では，参加者の意識
レベルの変化は検証できたが，実際の行動に対する
客観的な検証ができていない可能性がある。したがっ
て，今後の研究において，参加者の行動に焦点を当て，
参加者の周りにいる日本人からの評価データも収集
し，SSTによる変化を検討すべきである。
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